
 

確保措置を実施済みの企業

は 99.9％［変動なし］ 

・高年齢者雇用確保措置の措

置内容別の内訳は、「継続

雇用制度の導入」により実

施している企業が 69.2％

［1.4 ポイント減］、「定

年の引上げ」により実施し

ている企業は 26.9％［1.4

ポイント増］ 

 

◆70 歳までの高年齢者就業

確保措置の実施状況 

・70歳までの高年齢者就業確

保措置を実施済みの企業

は 29.7％［1.8ポイント増］ 

・中小企業では 30.3％［1.8

ポイント増加］、大企業で

は 22.8％［2.4ポイント増］ 

 厚生労働省は「人手不足が

深刻な中小企業のほうが比

較的、制度の導入に積極的な

傾向が見てとれる。法律の施

行以降、就業機会を確保する

企業は増加していて、引き続

き制度の導入や環境整備を

働きかけていきたい」として

います。 

 

◆企業における定年制の状

況 

・65歳以上定年企業（定年制

の廃止企業を含む）は 30.8％

［1.4ポイント増］ 

 

◆66 歳以上まで働ける制度

のある企業の状況 

・66歳以上まで働ける制度の

ある企業は 43.3％［2.6ポイ

ント増］ 

・70歳以上まで働ける制度の

ある企業は 41.6％［2.5ポイ

ント増］ 

【厚生労働省「令和５年「高

年齢者雇用状況等報告」（６

月１日現在）の集計結果」】 

 

消費者庁が「送料無料」表

示見直しを呼びかけ 
 

◆物流の 2024年問題 

 消費者庁が通販事業者に

「送料無料」表示の見直し

を呼びかけています。背景

には、「物流の 2024年問

題」があります。トラック

ドライバーの働き方改革を

進める中で、2024年４月か

ら自動車運転業務の時間外

労働の上限規制が適用され

ること等により、輸送力が

不足し、物流が停滞しかね

なくなるという問題です。 

 

◆消費者庁の呼びかけ 

トラック事業者を中心に

各業界で対策がなされる中

で、消費者庁は、消費者に

も意識や行動を変えてもら

うことが必要だとしていま

す。そのための取組みの一

つが、「送料無料」表示の

見直しです。というのも、

「送料無料」表示は、消費

者の「再配達をしてもらって

も、『送料無料』だからそこ

まで気にしない」、「安価な

商品であってもまとめ買いす

ることなく単品で購入し、何

回配達してもらっても気にな

らない」といった意識につな

がり得るものだからです。当

然、送料は本当に無料である

わけではなく、誰かが負担し

ているものです。それを明示

することで、消費者の意識・

行動を変えることをねらいと

しています。 

消費者庁は、「送料として

商品価格以外の追加負担を求

めない」旨を表示する場合に

は、その表示者は表示につい

ての説明責任があるとの考え

を示しつつ、事業者の自主的

な取組状況を注視するとして

います。また、送料負担の仕

組みを表示する例として、

「送料当社負担」や、価格に

「○○円（送料込み）」とい

う表記をすることを挙げてい

ます。 

 

物流の仕組みなくして、現

代の経済活動は成り立ちませ

ん。物流業者の負担軽減のた

めにできることを、社会全体

で考えたいですね。 

 

【消費者庁「物流の「2024

年問題」と「送料無料」表示

について」】 

 

働契約を更新する場合の基

準に関する事項」（通算契約

期間または更新回数の上限

を含む）も明示しなければ

なりません。 

 

◆「変更の範囲」はどこま

で想定して書けばよい？ 

 特に正社員の場合、契約

期間が長くなるため、営業

所や部署が新設される可能

性などを考慮するときりが

ありませんが、厚生労働省

のＱ＆Ａでは「募集等の時

点で具体的に想定されてい

ないものを含める必要はあ

りません」とされていま

す。 

 

◆スペースに書ききれない

場合はどうする？ 

 求人広告などの限られた

スペース内に書き入れない

場合は、「詳細は面談時にお

伝えします」などとしてお

き、一部を別途のタイミン

グで明示することも可能で

す。この場合、原則、面接

などで求職者と最初に接触

する時点までに、すべての

労働条件を明示する必要が

あります。 

 

 

70 歳までの就業機会を確

保する企業は約３割 
～厚生労働省「令和５年高

年齢者雇用状況等報告」よ

り 
 

「高年齢者等の雇用の安

定等に関する法律」では、65

歳までの高年齢者雇用確保

措置を講じるよう企業に義

務付けているほか、70歳まで

の就業機会の確保を目的と

して、「定年制の廃止」や「定

年の引上げ」、「継続雇用制

度の導入」という雇用による

措置や、「業務委託契約を締

結する制度の導入」、「社会

貢献事業に従事できる制度

の導入」という雇用以外の措

置のいずれかの措置（高年齢

者就業確保措置）を講じるよ

うに努めることを企業に義

務付けています。 

 厚生労働省は、今年６月の

時点で高齢者の雇用状況に

ついて従業員 21 人以上の全

国の企業 23 万社あまりを対

象に調査し、その結果を公表

しました。主なポイントは次

のとおりです。 

 

◆65 歳までの高年齢者雇用

確保措置の実施状況 

・65 歳までの高年齢者雇用

改正施行目前！  ４月以

降の労働者募集に関する

注意点 

 

◆募集時等に明示すべき労

働条件が追加されます 

 令和６年４月より、労働

契約の締結時や有期労働契

約の更新時に明示すべき労

働条件として、「就業場所」

「業務の変更の範囲」が追

加される等の改正が施行さ

れます。既に、この改正に

対応した労働条件通知書等

のフォーマットが厚生労働

省ホームページで示されて

います。 

 この明示すべき労働条件

の追加は、求人の申込みの

際に明示しなければならな

い労働条件としても追加さ

れますので、注意が必要で

す。 

 

◆追加される明示事項は？ 

 具体的には「就業場所」

として、「雇入れ直後」のも

のと「変更の範囲」を求人

広告等に記載することとな

ります。「業務の変更の範

囲」についても同様です。 

 さらに、有期労働契約を

締結する場合には「有期労
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